
出典：Ｈ２５．１１．２９ 財政制度等審議会資料

主要国研究開発費の対ＧＤＰ比
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出典：Ｈ２５．１１．２９ 財政制度等審議会資料

一般政府総支出に占める政府研究費の割合
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出典：Ｈ２５．１１．２９ 財政制度等審議会資料

我が国の１論文当たりの予算額と論文の質（主要国との比較）

2



出典：Ｈ２５．１１．２９ 財政制度等審議会資料

我が国の科学技術関係予算と論文の量・質の推移
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出典：学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）
（平成25年8月29日 科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会）

科研費の予算とw-k論文数は増加傾向。制度全体としての成果創出は、着実に増加。
w-非k論文数は、競争的資金予算の増加にもかかわらず減少傾向。
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我が国における科研費が関与した論文数及び被引用度トップ１０％論文数は
１９９０年代後半から２０００年代後半にかけて増加傾向。

日本の論文産出活動の量及び質の面において、科研費の役割が大きくなっている。

出典：学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）
（平成25年8月29日 科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会） 5

科研費関与論文数の推移



科研費関与論文に含まれるトップ10％論文の割合は１０％を超えている一方、
科研費が関与していない論文におけるトップ10％論文の割合は５％台。

6
出典：学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）

（平成25年8月29日 科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会）

科研費関与論文に占めるトップ10%論文の割合の推移

WoS論文：Web of Scienceデータベースに収録されている論文
W-K論文：WoS論文のうち、科学研究費助成事業データベースに収録されている、科研費による論文
W-非K論文：WoS論文のうち、科研費による論文以外の論文



研究開発型独立行政法人の運営費交付金の増減

平成１６年度※１ 平成２６年度 増減

物質・材料研究機構 162億円 123億円 △39億円（24％減）

防災科学技術研究所 76億円 70億円 △6億円（8％減）

放射線医学総合研究所 135億円 93億円 △42億円（31％減）

科学技術振興機構 947億円 1,199億円 252億円（27％増）

理化学研究所 692億円 531億円 △161億円（23％減）

宇宙航空研究開発機構 1,373億円 1,121億円 △252億円（18％減）

海洋研究開発機構 307億円 335億円 28億円（9％増）

日本原子力研究開発機構 1,618億円 1,389億円 △229億円（14％減）

【参考】国立大学法人（全体） 12,415億円 11,123億円 △1,292億円（10％減）

※１ 日本原子力研究開発機構については平成18年度予算。
※２ 各年度の予算関係資料に基づき研究振興局学術企画室で作成。
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１．社会要請の十分な認識の必要性

【研究者等の「社会リテラシー」の向上】

○ 東日本大震災により低下した研究者や技術者への国民の信頼を回復するとともに、
科学技術に対する国民の期待に応えていくため、国民との相互理解を基に政策を形成
していくことが必要である。しかし、現状では、国民や社会と、研究者、技術者、政策立
案担当者など科学技術・学術に従事する者（以下「研究者等」という）との対話が不足し
ているため、研究者等が、社会の要請を十分に認識しているとは言い難い。

【公的資金を得て研究を行う意義】

○ 国民の負託を受け公的資金を得て研究を行う政府、研究機関、研究者は、その意味
を十分に認識するとともに、国民や社会に対し、自らの政策や研究の意義、成果を説明
する責任を負う。

○ 研究者等は、多様な社会的活動に参画するとともに、社会に研究への参加を求めるこ
とで、社会の要請を認識するとともに、社会に対して積極的な応答を試みる必要がある。
また、国は、公的資金を投入して行う研究事業について、国民への説明責任を一層果
たすための方策を検討すべきである。

東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）
（平成25年1月17日 科学技術・学術審議会）

社会要請の十分な認識の必要性に関する指摘
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社会が抱える課題解決のための取組等に関するアンケート
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社会が抱える課題解決のための取組等に関するアンケート
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